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1．は　じ　め　に

免震構造用積層ゴムは，大きな鉛直荷重を支持しながら
水平方向に大変形して建物を地震動から守る製品である。
そのため製品性能の検証には，鉛直荷重と水平変形を同時
に加振できる圧縮せん断試験機を用いる必要がある。

天然ゴムは減衰特性が小さいので，変形速度による特性
の変化（速度依存性）も小さい。そのため，これまで天然
ゴム系積層ゴムの限界変形等は，主に静的加振と呼ばれる
地震動より遅い速度で確認していた 1）。地震動に近い速度
の動的加振で製品性能を測定する際は，試験機の制約から
直径φ 300 mm 等の小さい製品を用いており 2），大サイズ
の積層ゴムを動的加振する場合は，海外の試験機関を使う
必要があった 3）。

2023 年に大サイズの積層ゴムを動的加振できる試験機
E-Isolation が，一般財団法人免震研究推進機構によって兵
庫県三木市に整備された 4）。そこで直径φ 1000 mm の天然
ゴム系積層ゴムを複数用意して，加振速度が製品性能に与
える影響を比較した 5）。

2．試　験　方　法

2.1　試験機
E-Isolation の建物外観と，反力梁と加振台間に試験体を

取り付けた状態を図 1，当社 35 MN 試験機との比較を表 1

に示す。加振台がリニアガイド上を水平に摺動して，試験
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   (a)建物外観  (b)試験体の取付け状態 
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表１ 試験機の概要 

 鉛直方向 水平方向 
最大

荷重

[kN]

最大 
速度 

[mm/s] 

最大 
荷重 
[kN] 

最大

変位

[mm]

最大

速度

[mm/s]
当社 35MN

試験機 静的 35,000 2 8,000 ±800 5 

E-Isolation 静的 36,000 70 6,500 
±1,300 800

動的 30,000 5,100 
 

 

2.2 試験体 

試験体の形状を図 2、仕様を表 2 に示す。数量は 2 体と

して、名称は試験体 S、試験体 D とした。 
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体の下から圧縮せん断変形を与える構造である。水平荷重
はアクチュエータ側のロードセルではなく反力梁から直接
測定する。そのため慣性力やリニアガイドの摩擦力の影響
を受けずに水平荷重を測定できる。

2.2　試験体
試験体の形状を図 2，仕様を表 2 に示す。数量は 2 体と

して，名称は試験体 S，試験体 D とした。
2.3　加振条件
加振条件の概略を表 3 に示す。試験体に 2 体とも同様の

圧縮せん断変形を与えた後，せん断ひずみ± 400% 加振の
み加振速度と加振波形を変えて，両者を比較した。

正弦波加振は開始直後と終了直前に速度が最大になる。
そこで所定のサイクルの前後に，プレラン及びポストラン
と呼ばれる予備加振を実施した。そのため最初に目標変位
へ到達するのは，図 3 のとおり三角波加振は水平荷重と水
平変位が正（水平荷重－変位関係の第 1 象限）の時，正弦
波加振時は水平荷重と水平変位が負（第3象限）の時となる。

なお表 3 に記載した以外にも，E-Isolation の動作確認等
により，弾性変形範囲を中心に複数回の加振を実施した。
そのため順序 1 と同じ加振条件を，順序 3，順序 8 ～ 9，
順序 12 として，初期状態からの変化を確認しながら測定
した。試験体 D の試験は 2 日間に跨ったので，順序 8 の後
に試験機へ取り付けたままの状態で鉛直荷重を除荷して 1
日目を終えた。2 日目は最初に順序 9 を実施して，時間経
過が後述する水平剛性に与える影響を確認した。ただし
E-Isolation は，振動数と振幅を組み合わせて加振速度を制
御するので，水平剛性測定時の加振速度は表2の出荷検査（5 
mm/s）に最も近い 4.7 mm/s とした。他の加振速度は，
過去の試験結果と同様の 3 mm/s や 400 mm/s 等として，
後者を動的加振の基本条件とした。

水平剛性算出方法を図 4 に示す。せん断ひずみ± 100%
加振の 3 サイクル目の荷重と変位の最大・最小値の傾き（割
線剛性）を，当社補正式で 20℃値に換算した。試験温度は
試験体付近の気温 21 ～ 26℃ではなく，試験体付近に置い
たゴムブロックの内部温度 22 ～ 26℃とした。

試験機と試験体の相対位置を測るレーザー変位計と圧縮
せん断変形状態を図 5 に示す。相対位置を測定したのは，
もし加振中に試験機と試験体の間でスリップが発生して
も，後から水平変位を補正できるようにするためである。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 試験体の形状 
 

表 2 試験体の仕様 

ゴム材料 形状 出荷検査の加振条件 
せん断 
弾性率 

[N/mm2] 

直径 
×厚さ 
[mm] 

層数 形状 
係数 

基準面圧 
 

[N/mm2] 

せん断 
ひずみγ 

 

加振

速度

[mm/s]

0.39 φ1000
×7.5 26 S1=31.7 

S2= 5.1 15 
±100% 

（せん断変形 
＝±195mm）

5 
三角波

 
2.3 加振条件 

加振条件の概略を表 3 に示す。試験体に 2 体とも同様

の圧縮せん断変形を与えた後、せん断ひずみ±400%加振

のみ加振速度と加振波形を変えて、両者を比較した。 
正弦波加振は開始直後と終了直前に速度が最大になる。

そこで所定のサイクルの前後に、プレラン及びポストラン

と呼ばれる予備加振を実施した。そのため最初に目標変位

へ到達するのは、図 3 のとおり三角波加振は水平荷重と

水平変位が正（水平荷重－変位関係の第 1 象限）の時、

正弦波加振時は水平荷重と水平変位が負（第 3 象限）の

時となる。 
なお表 3 に記載した以外にも、E-Isolation の動作確認

等により、弾性変形範囲を中心に複数回の加振を実施した。

そのため順序１と同じ加振条件を、順序 3、順序 8～9、
順序 12 として、初期状態からの変化を確認しながら測定

した。試験体 D の試験は 2 日間に跨ったので、順序 8 の

後に試験機へ取り付けたままの状態で鉛直荷重を除荷して

1 日目を終えた。2 日目は最初に順序 9 を実施して、時間

経過が後述する水平剛性に与える影響を確認した。ただし

E-Isolation は、振動数と振幅を組み合わせて加振速度を

制御するので、水平剛性測定時の加振速度は表 2 の出荷

検査（5 mm/s）に最も近い 4.7 mm/s とした。他の加振

速度は、過去の試験結果と同様の 3 mm/s や 400 mm/s 等

として、後者を動的加振の基本条件とした。 
水平剛性算出方法を図 4 に示す。せん断ひずみ±100%

加振の 3 サイクル目の荷重と変位の最大・最小値の傾き

（割線剛性）を、当社補正式で 20℃値に換算した。試験

温度は試験体付近の気温 21～26℃ではなく、試験体付近

に置いたゴムブロックの内部温度 22～26℃とした。 

試験機と試験体の相対位置を測るレーザー変位計と圧縮

せん断変形状態を図 5 に示す。相対位置を測定したのは、

もし加振中に試験機と試験体の間でスリップが発生しても、

後から水平変位を補正できるようにするためである。2 台

のレーザー変位計を水平方向に向かい合わせて取り付けた

ので、片方の相対位置が増加すると、もう片方は減少する。 
 

表 3 加振条件の概略 

加振条件 結果 

順

序

鉛直 水平 試験体
水平剛性

の 
算出対象

面圧 
 

[N/mm2]

波形
 
 

せん断

ひずみγ
[%] 

加振 
速度 

[mm/s] 

サイ 
クル 

 
S D

1

15 

三角波 ±100 4.7 

3 

実施 実施 初回

2 正弦波
±100
以下の

複数条件

400 
以下の 

複数条件 
実施 実施

 

3 三角波 ±100 4.7 －※ 実施 γ±100%後

4

正弦波

±100 400 
周期 3 秒 実施 実施  

5 ±200 400 等 実施 実施  
6

±250 400 1 実施 実施  
7 30 400 等 実施 実施  
8

15 
三角波 ±100 4.7 3 

実施 実施 γ±250%後

9 －※ 実施
γ±250%後

約 20hr 経過

10
正弦波

±300 400 
1 

実施 実施  
11 30～3 ±360 800 実施 実施  
12

15 
三角波 ±100 4.7 3 実施 実施 γ±360%後

13 三角波 ±400 3 1 実施 －※  
14 正弦波 ±400 400 1 －※ 実施  

※ 計画外または日程の都合等で試験を実施せず 
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正弦波加振時は水平荷重と水平変位が負（第 3 象限）の

時となる。 
なお表 3 に記載した以外にも、E-Isolation の動作確認

等により、弾性変形範囲を中心に複数回の加振を実施した。
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後に試験機へ取り付けたままの状態で鉛直荷重を除荷して

1 日目を終えた。2 日目は最初に順序 9 を実施して、時間

経過が後述する水平剛性に与える影響を確認した。ただし

E-Isolation は、振動数と振幅を組み合わせて加振速度を

制御するので、水平剛性測定時の加振速度は表 2 の出荷

検査（5 mm/s）に最も近い 4.7 mm/s とした。他の加振

速度は、過去の試験結果と同様の 3 mm/s や 400 mm/s 等

として、後者を動的加振の基本条件とした。 
水平剛性算出方法を図 4 に示す。せん断ひずみ±100%

加振の 3 サイクル目の荷重と変位の最大・最小値の傾き

（割線剛性）を、当社補正式で 20℃値に換算した。試験

温度は試験体付近の気温 21～26℃ではなく、試験体付近

に置いたゴムブロックの内部温度 22～26℃とした。 

試験機と試験体の相対位置を測るレーザー変位計と圧縮

せん断変形状態を図 5 に示す。相対位置を測定したのは、
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後から水平変位を補正できるようにするためである。2 台
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2 台のレーザー変位計を水平方向に向かい合わせて取り付
けたので，片方の相対位置が増加すると，もう片方は減少
する。
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出荷検査相当の加振条件の水平荷重－変位関係を図 6，
水平剛性測定値を表 4 に示す。いずれの試験体も基準値に
対する差は小さく，試験体 D の順序 1 と 3 の水平荷重－変
位関係は殆ど重なったので後者を例示した。

その他の水平荷重－変位関係を図 7 ～図 9 に例示する。
図 7（a）で，同じ加振条件の順序 1 より順序 12 の水平荷
重が小さくなった。このようにせん断ひずみ± 250% 以上
の変形を与えた後の水平荷重は若干低下した。また図 8 の
ように，同じせん断ひずみでも面圧が大きいと水平荷重が
非線形に増加（ハードニング）した。これらは過去の静的
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正弦波 400 mm/s,） 
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図 9 せん断ひずみ変量時の水平荷重－変位関係の比較 
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加振結果 6） と同様であった。せん断ひずみ± 400% 加振時
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1 象限），正弦波 400 mm/s では水平変位 -800 mm 付近（第
3 象限）で最大になった。
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ゼロ調整は最初の順序 1 の前のみ実施したため，最後の順
序 14 では原点から約 0.5 mm の位置を中心に，加振に応じ
た変動をした。試験中の異音や試験後の試験体外観にスリ
ップ痕は無かったので，レーザー変位計のマグネットスタ
ンドが加振によって僅かな弾性変形や残留変形を起こした
可能性がある。

この相対位置の変化は 1 mm 未満で，試験結果に与える
影響は小さい。そのため水平変位は補正せず試験機検出値
をそのまま採用した。

4．考　　　察

三角波加振と正弦波加振で最初にせん断ひずみ± 400%
に到達した時のせん断応力を図 11 に示す。正弦波加振は
2.3 節のとおり，応力とひずみの正負を反転させたもので
ある。三角波加振は目標変位まで一定の速度を維持するが，

正弦波加振は変位原点で速度が最大になった後，目標変位
に向かって減速する。これらの相違点があるものの，加振
速度や加振波形が，天然ゴム系積層ゴムの大変形時の挙動
に与える影響は小さいと考えられる。

水平剛性の基準値に対する変化を図 12 に示す。こちら
も過去の静的加振結果 6）と同様に，せん断ひずみ± 250%
以上の変形後に水平剛性が低下して，翌日になってもほぼ
変わらなかった。この変化は基準値に対して－ 20% 以内に
留まった。

5．ま　と　め

2 体の天然ゴム系積層ゴムφ 1000 mm で動的加振時と静
的加振時の限界変形性能等を比較した結果，加振速度によ
る影響は小さいことを確認した。したがって従来の静的加
振で製品性能を確認する方法は妥当と考える。

また大変形を与えた後に，静的加振時と同様に水平剛性
は若干低下する傾向が確認された。今後も社内外でデータ
を増やして，これらの検証を継続する予定である。
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